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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第40期 

第３四半期連結
累計期間

第41期
第３四半期連結
累計期間

第40期 
第３四半期連結
会計期間

第41期
第３四半期連結
会計期間

第40期

会計期間

自 平成21年 
　 ９月１日 
至 平成22年
   ５月31日

自  平成22年
    ９月１日
至  平成23年
    ５月31日

自 平成22年 
　 ３月１日 
至 平成22年 
   ５月31日

自  平成23年
    ３月１日
至  平成23年
    ５月31日

自  平成21年
    ９月１日
至  平成22年
    ８月31日

売上高 (百万円) 3,066 3,080 1,077 934 4,045

経常利益 (百万円) 414 370 187 105 460

四半期(当期)純利益 (百万円) 228 172 107 58 250

純資産額 (百万円) ― ― 2,354 2,268 2,353

総資産額 (百万円) ― ― 3,515 3,220 3,494

１株当たり純資産額 (円) ― ― 531.87 550.47 533.41

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 51.05 41.67 24.48 14.56 56.26

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 65.5 68.3 66.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 357 217 ― ― 440

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 144 △136 ― ― 139

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △254 △304 ― ― △253

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 1,949 1,797 2,022

従業員数 (名) ― ― 258 258 260

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、企業の広報活動の支援・コンサルティング業務を中心と

したＰＲ事業を行っております。 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容に重要な変更はあ

りません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成23年５月31日現在

従業員数(名) 258 ( 37 )

　(注) 　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数(パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含みます。)

は(　)内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成23年５月31日現在

従業員数(名) 181 (37)

　(注) 　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは、企業の広報活動の支援・コンサルティング業務を中心としたＰＲ事業のみの単一セグ

メントであるため記載を省略しております。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

また、重要事象等は存在しておりません。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

　当第３四半期連結会計期間の日本経済は、円高や原燃料高などが経済状況に悪影響を及ぼす一方で、新

興国の高成長による輸出増加や企業収益の改善、消費マインドの回復、また新規求人の増加も見られ景気

持ち直しの動きが緩やかながら見られていたものの、平成23年３月11日に発生した東日本大震災により

状況は一転し、企業の生産活動の低下、様々な活動の自粛、電力の供給不足など国内経済へ計り知れない

影響を受けており、今後の景気動向は当面厳しい状況で推移するものと見られています。

　ＰＲ業界におきましては、企業・団体や行政機関等が広報活動を経営・事業戦略の一環として捉え、Ｐ

Ｒ会社を採用したり、昨今の景気動向によりマーケティング効果の高いＰＲ戦略を実施する企業の増加

が続いてきました。震災発生後は、一時的に記者会見やイベントの中止・延期など活動を自粛する動きが

見受けられましたが、平時の広報活動状況に戻ってきています。 

　このような環境の下、当社は新規営業および既存顧客への営業深耕を進め、受注活動を強化してきまし

た。緩やかな景気の持ち直しに比例するように、業務引き合いの問い合わせ件数は前年に比べ増加傾向に

あり、震災直後に一時的な落ち込みがあったものの、４月以降は再び増加に転じています。また、ソーシャ

ルメディア活用などデジタルＰＲ領域のサービスに対する顧客ニーズが急速に高まってきており、既存

のＰＲサービスに加え提案する機会が増加しています。しかしながら、震災の影響による不確定要素の多

い景気動向もあり、広報予算の支出に対しては今まで以上に慎重な姿勢が見られ、短期間のプロジェクト

活動の見送りや受注単価の下落傾向など厳しい状況が散見しています。 

　一方、連結子会社においては中国子会社２社が、自動車、電器、化粧品、地方自治体等のプロジェクト業務

を着実に受注しましたが、中国との外交問題や震災が日系の企業活動にも影響し一部のプロジェクトで

中止や延期といった影響が見られました。 

　これらの結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は934百万円（前年同四半期比13.3％減）、営業利益

は107百万円（前年同四半期比42.8％減）、経常利益は105百万円（前年同四半期比43.5％減）、第３四半

期純利益は58百万円（前年同四半期比45.1％減）となりました。

　   

部門別の概況は次の通りです。 

〔コミュニケーションサービス部門〕

　コミュニケーションサービス部門におきましては、当第３四半期連結会計期間は、新規レギュラークラ

イアントとして、飲料、商社、スポーツ用品、エネルギー関連機器、通販などの企業を獲得しました。また、

新規および既存顧客のプロジェクト業務として展示会運営、出版、自動車、海外食品輸入促進団体、地方自

治体等のＰＲ活動やＭ＆Ａコンサルティング業務等に加え、震災関連として地方自治体等の復興ＰＲ業

務を受注しています。しかしながら、震災の影響による不確定要素の多い景気動向もあり、短期間のプロ

ジェクト活動が見送られるなどしました。  

　この結果、コミュニケーションサービス部門の売上高は861百万円（前年同四半期比11.7％減）となり

ました。 

 

〔クリエイティブサービス部門〕

　クリエイティブサービス部門におきましては、当第３四半期連結会計期間は、主に地方自治体のイベン

ト、外資系消費財メーカー展示会、外食関連企業の発表会イベントを受注しました。また、印刷物関連の業

務におきましてはヘルスケア関連会社、コンサルティング会社、公営競技関連の広報誌制作に加え、ヘル

スケア関連の映像制作、公的機関のコミュニケーション戦略の立案などの業務を受注しています。しかし

ながら、イベント業務受注の全般的な減少や東日本大震災による延期・中止等の影響で、減収となりまし

た。

　この結果、クリエイティブサービス部門の売上高は、73百万円（前年同四半期比27.9％減）となりまし

た。 
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　（注）前第３四半期連結会計期間にクリエイティブサービス部門に所属していた一部門が、第１四半期連結会計期間よ

りコミュニケーションサービス部門に異動となっております。それにともない前年同四半期比は、異動部門の前

第３四半期連結会計期間売上高を組み替えた金額に対して算出しております。
　

　

　

(2) 財政状態の分析

   （流動資産) 

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、2,624百万円と前年同四半期連結会計期間末

に比べ292百万円の減少となりました。これは、繰延税金資産が14百万円増加したものの、現金及び預金67

百万円、受取手形及び売掛金204百万円、未成業務支出金が21百万円減少したことが主な要因であります。

　 

(固定資産) 

　当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、595百万円と前年同四半期連結会計期間末に

比べ2百万円の減少となりました。これは、長期性預金が40百万円増加したものの、資産除去債務会計基準

の適用に伴う影響による差入保証金が30百万円減少したことが主な要因であります。 

　　 

(流動負債) 

　当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、521百万円と前年同四半期連結会計期間末に

比べ213百万円の減少となりました。これは、支払手形及び買掛金146百万円、未払法人税等53百万円、未成

業務受入金が19百万円減少したことが主な要因であります。 

 

(固定負債) 

　当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、430百万円と前年同四半期連結会計期間末に

比べ5百万円の増加となりました。これは、主に退職給付引当金及び役員退職慰労引当金の増加によるも

のであります。 

 

(純資産) 

　当第３四半期連結会計期間末における純資産は、2,268百万円と前年同四半期連結会計期間末に比べ85

百万円の減少となりました。これは、利益剰余金が101百万円増加したものの、自己株式の取得により198

百万円減少したことが主な要因であります。 　　　　　

　　　

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、税金

等調整前四半期純利益104百万円、売上債権の減少額123百万円、たな卸資産の減少額80百万円等の要因に

より増加したものの、法人税等の支払額109百万円、仕入債務の減少額158百万円、自己株式の取得による

支出78百万円等の要因により、前第３四半期連結会計期間末に比べ151百万円減少し、当第３四半期連結

会計期間末は1,797百万円となりました。 

　　　　　 

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りでありま

す。 　　
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（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第３四半期連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、155百万円(前年同四半期は得られ

た資金268百万円)となりました。これは、主に法人税等の支払額109百万円、仕入債務の減少額158百万円

が生じたものの、税金等調整前四半期純利益104百万円、売上債権の減少額123百万円、たな卸資産の減少

額80百万円、賞与引当金の増加額53百万円が計上されたことなどによります。

　　

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第３四半期連結会計期間において投資活動に使用した資金は、主に定期預金の預入による支出が3百

万円、無形固定資産の取得による支出4百万円が生じたことにより、10百万円(前年同四半期は得られた資

金60百万円)となりました。 

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第３四半期連結会計期間において財務活動に使用した資金は、自己株式の取得による支出額78百万円

により、78百万円(前年同四半期は使用した資金99百万円)となりました。 

　

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,716,000

計 18,716,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年７月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,679,010 4,679,010
大阪証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株
であります。

計 4,679,010 4,679,010― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

　平成23年３月１日～
平成23年５月31日

― 4,679,010 ― 470 ― 374

　
(6) 【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成23年２月28日現在の株主名簿により記載しておりま

す。

① 【発行済株式】

平成23年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
 普通株式 585,900

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

4,092,500
40,925 ―

単元未満株式
 普通株式

610
― ―

発行済株式総数 4,679,010 ― ―

総株主の議決権 ― 40,925 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式が80株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

 (自己保有株式)
 株式会社プラップジャパン

東京都渋谷区渋谷２-12-19585,900 ― 585,900 12.52

計 ― 585,900 ― 585,900 12.52

(注)　上記の表は、完全議決権株式（自己株式等）の明細であります。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　９月 　10月 　11月 　12月

平成23年 
　１月 　２月 　３月 　４月 　５月

最高(円) 651 600 600 600 600 715 875 780 870

最低(円) 592 525 500 540 550 563 680 711 685

(注)　最高・最低株価は、平成22年10月11日以前は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、平成22

年10月12日以降は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成22年３月１日から平成22年５月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年９月１日から平成22年５月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成23年３月１日から平成23年５月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年９月１日から平成23年５月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成22年３月１

日から平成22年５月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年９月１日から平成22年５月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成23年３月１日から平成23年５月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年９月１日から平成23年５月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,049 2,170

受取手形及び売掛金 403 489

有価証券 18 18

たな卸資産 ※１
 57

※1
 104

繰延税金資産 59 59

その他 38 42

貸倒引当金 △1 △2

流動資産合計 2,624 2,882

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 30 32

車両運搬具（純額） 5 2

その他（純額） 21 24

有形固定資産合計 ※２
 56

※２
 58

無形固定資産

借地権 0 0

ソフトウエア 7 3

のれん 26 34

無形固定資産合計 34 38

投資その他の資産

投資有価証券 154 138

差入保証金 90 120

繰延税金資産 187 194

その他 78 67

貸倒引当金 △5 △5

投資その他の資産合計 504 514

固定資産合計 595 612

資産合計 3,220 3,494
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年８月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 181 238

未払法人税等 32 115

未成業務受入金 59 114

賞与引当金 109 68

その他 139 176

流動負債合計 521 713

固定負債

退職給付引当金 116 113

役員退職慰労引当金 311 312

その他 2 2

固定負債合計 430 428

負債合計 951 1,141

純資産の部

株主資本

資本金 470 470

資本剰余金 374 374

利益剰余金 1,820 1,738

自己株式 △434 △235

株主資本合計 2,231 2,348

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △23 △32

為替換算調整勘定 △7 △8

評価・換算差額等合計 △31 △40

少数株主持分 68 45

純資産合計 2,268 2,353

負債純資産合計 3,220 3,494
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年９月１日
　至 平成23年５月31日)

売上高 3,066 3,080

売上原価 2,112 2,196

売上総利益 953 883

販売費及び一般管理費 ※１
 526

※１
 516

営業利益 427 366

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 2 2

還付消費税等 4 －

投資有価証券売却益 3 －

その他 1 3

営業外収益合計 12 6

営業外費用

為替差損 7 －

投資有価証券売却損 1 0

投資有価証券評価損 14 －

自己株式取得費用 － 1

出資金運用損 － 1

その他 1 －

営業外費用合計 25 2

経常利益 414 370

特別利益

有形固定資産売却益 － ※２
 1

貸倒引当金戻入額 0 0

特別利益合計 0 2

特別損失

有形固定資産除却損 ※２
 0

※３
 0

災害による損失 － ※４
 1

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 31

特別損失合計 0 32

税金等調整前四半期純利益 414 340

法人税、住民税及び事業税 170 143

法人税等合計 170 143

少数株主損益調整前四半期純利益 － 196

少数株主利益 14 24

四半期純利益 228 172
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年５月31日)

売上高 1,077 934

売上原価 720 654

売上総利益 357 280

販売費及び一般管理費 ※１
 170

※１
 173

営業利益 187 107

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 1 1

投資有価証券売却益 3 －

為替差益 － △1

その他 0 0

営業外収益合計 5 0

営業外費用

為替差損 2 －

投資有価証券売却損 0 0

投資有価証券評価損 0 －

自己株式取得費用 － 0

出資金運用損 － 0

その他 0 －

営業外費用合計 4 1

経常利益 187 105

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失

有形固定資産除却損 ※２
 0

※２
 0

災害による損失 － ※３
 1

特別損失合計 0 1

税金等調整前四半期純利益 187 104

法人税、住民税及び事業税 72 41

法人税等合計 72 41

少数株主損益調整前四半期純利益 － 63

少数株主利益 8 4

四半期純利益 107 58
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年９月１日
　至 平成23年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 414 340

減価償却費 11 11

のれん償却額 7 7

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 31

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6 3

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 0 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） 53 40

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △0

受取利息及び受取配当金 △3 △2

有形固定資産売却損益（△は益） － △1

固定資産除却損 0 0

投資有価証券売却損益（△は益） △1 0

投資有価証券評価損益（△は益） 14 －

災害損失 － 1

売上債権の増減額（△は増加） 62 85

たな卸資産の増減額（△は増加） △22 47

仕入債務の増減額（△は減少） 0 △56

その他 33 △64

小計 578 442

利息及び配当金の受取額 3 2

法人税等の支払額 △224 △228

営業活動によるキャッシュ・フロー 357 217

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △11 △121

定期預金の払戻による収入 12 －

有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の取得による支出 △30 －

投資有価証券の売却による収入 72 0

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

17 －

敷金及び保証金の差入による支出 △3 △3

敷金及び保証金の回収による収入 92 0

有形固定資産の取得による支出 △3 △11

有形固定資産の売却による収入 － 3

無形固定資産の取得による支出 △3 △4

貸付金の回収による収入 0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 144 △136

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △154 △199

配当金の支払額 △86 △91

少数株主への配当金の支払額 △12 △13

財務活動によるキャッシュ・フロー △254 △304

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 247 △224

現金及び現金同等物の期首残高 1,702 2,022

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,949

※
 1,797
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年９月１日  至  平成23年５月31日)

会計処理基準に関する事項の変更　

　

　　

　

　

　　

　

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年

３月31日）を適用しております。

　これにより、営業利益及び経常利益が2百万円、税金等調整前四半期純

利益が34百万円それぞれ減少しております。　　　

　

【簡便な会計処理】

　

項目
当第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年９月１日 至 平成23年５月31日)

１  一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に

算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度

末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２  固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法によっております。

３  経過勘定項目の算定方法 　固定費的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅少のものについて

は、合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。

４  繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降

に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認め

られるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

項目
当第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年９月１日 至 平成23年５月31日)

税金費用の計算 　当連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純損益に当該見

積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

　なお、法人税等調整額は、法人税、住民税及び事業税に含めて表示して

おります。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年９月１日 至 平成23年５月31日)

該当事項はありません。
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【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年９月１日 至 平成23年５月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）に適用に伴い、当第３四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　　

　前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「自己株式取得費

用」と「出資金運用損」は、営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記

することとしました。なお、前第３四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「自己株式取得費

用」は0百万円、「出資金運用損」は0百万円であります。

　

　

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）に適用に伴い、当第３四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

　前第３四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「自己株式取得費

用」と「出資金運用損」は、営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記

することとしました。なお、前第３四半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「自己株式取得費

用」は0百万円、「出資金運用損」は0百万円であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末
(平成22年８月31日)

※１　たな卸資産の内訳

未成業務支出金 52百万円

貯蔵品 4百万円

　計 57百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額　　 

有形固定資産 133百万円

 

※１　たな卸資産の内訳

未成業務支出金 98百万円

貯蔵品 5百万円

　計 104百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額　 　

有形固定資産 133百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 129百万円

給料手当 148百万円

賞与引当金
繰入額

21百万円

退職給付費用 2百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

8百万円

減価償却費 2百万円

 

※２  有形固定資産除却損の内容は以下のとおりであ

ります。

器具備品 0百万円

 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 113百万円

給料手当 141百万円

賞与引当金
繰入額

22百万円

退職給付費用 2百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

8百万円

減価償却費 3百万円

 

※２  有形固定資産売却益の内容は以下のとおりであ

ります。

車両運搬具 1百万円

 

※３  有形固定資産除却損の内容は以下のとおりであ

ります。

器具備品 0百万円

 

※４  災害による損失は東日本大震災によるものであ

り、その内容は以下のとおりであります。

災害資産の原
状回復費用等

1百万円

 

　

第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自 平成22年３月１日
至 平成22年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年５月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 43百万円

給料手当 45百万円

賞与引当金
繰入額

9百万円

退職給付費用 1百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

2百万円

減価償却費 0百万円

 

※２  有形固定資産除却損の内容は以下のとおりであ

ります。

器具備品 0百万円

 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 38百万円

給料手当 46百万円

賞与引当金
繰入額

11百万円

退職給付費用 0百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

3百万円

減価償却費 1百万円

  

※２  有形固定資産除却損の内容は以下のとおりであ

ります。

器具備品 0百万円

 
※３  災害による損失は東日本大震災によるものであ

り、その内容は以下のとおりであります。

災害資産の原
状回復費用等

1百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,116百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △167百万円

現金及び現金同等物 1,949百万円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,049百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △251百万円

現金及び現金同等物 1,797百万円
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(株主資本等関係)

　 当第３四半期連結会計期間末(平成23年５月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年９月１日

　至　平成23年５月31日)

　

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,679,010

　
　
２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 682,580

　
　
３　新株予約権等に関する事項

　　 該当事項はありません。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月26日
定時株主総会

普通株式 90 21平成22年８月31日 平成22年11月29日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成22年11月10日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得を実施いたしました。

　平成22年11月11日に大阪証券取引所のＪ－ＮＥＴ市場において、自己株式230,000株（当社普通株式、１

株につき520円、取得総額119百万円）を取得いたしました。

　　　

また、平成23年２月10日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得を実施いたしました。

　平成23年２月14日から平成23年５月31日までに大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におい

て、自己株式99,400株（当社普通株式、取得総額79百万円）を取得いたしました。この結果、当第３四半期

連結会計期間末において、自己株式数は682,580株となっております。

　

EDINET提出書類

株式会社プラップジャパン(E05498)

四半期報告書

22/30



(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日)及び前第３四半期連結累計期

間(自　平成21年９月１日　至　平成22年５月31日)

当社グループは、同一セグメントに属するＰＲ事業のみを行っており、当該事業以外に事業の種類がな

いため該当事項はありません。

　

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日)及び前第３四半期連結累計期

間(自　平成21年９月１日　至　平成22年５月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日)

　 アジア 北米 その他 計

Ⅰ　海外売上高　　（百万円） 59 33 46 138

Ⅱ　連結売上高　　（百万円） ― ― ― 1,077

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合（％）

5.5 3.1 4.3 12.9

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　 ２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

（1）アジア …… 中国

（2）北米　 …… 米国    

（3）その他 …… 欧州、その他 

　　 ３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年９月１日　至　平成22年５月31日)

　 アジア 北米 その他 計

Ⅰ　海外売上高　　（百万円） 201 242 157 601

Ⅱ　連結売上高　　（百万円） ― ― ― 3,066

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合（％）

6.6 7.9 5.1 19.6

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　 ２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

（1）アジア …… 中国

（2）北米　 …… 米国    

（3）その他 …… 欧州、その他 

　　 ３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

EDINET提出書類

株式会社プラップジャパン(E05498)

四半期報告書

23/30



　

【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年９月１日　至　平成23年５月31日)及び当第３四半期連結会計期

間(自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日)

　
１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象と

なっているものであります。

　当社グループは、企業の広報活動の支援・コンサルティング業務を中心としたＰＲ事業のみの単一セグ

メントであるため記載を省略しております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当社グループは、単一セグメントとしているため、記載を省略しております。
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(金融商品関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成23年５月31日）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成23年５月31日）

その他有価証券で時価のあるものについては、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認めら

れないため記載しておりません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成23年５月31日）

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

なお、当社グループは本社等事務所の不動産賃借契約に基づき、事務所の退去時における原状回復に

係る債務を有しておりますが、その計上は差入保証金を減額する方法によっております。 

　　　　

　　　　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末
(平成22年８月31日)

　 　

１株当たり純資産額 550円47銭
　

　 　

１株当たり純資産額 533円41銭
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎
　

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末
(平成22年８月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 2,268 2,353

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円)
少数株主持分

68 45

普通株式に係る四半期末の純資産額(百万円) 2,199 2,307

期末の普通株式の数(千株) 3,996 4,325

　

２　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間
　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日)

１株当たり四半期純利益金額 51円05銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額については、潜在株式がない
ため記載しておりません。

　

　

１株当たり四半期純利益金額 41円67銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額については、潜在株式がない
ため記載しておりません。

　

　　

(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 228 172

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 228 172

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,483 4,136
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第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日)

１株当たり四半期純利益金額 24円48銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額については、潜在株式がない
ため記載しておりません。

　

　

１株当たり四半期純利益金額 14円56銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額については、潜在株式がない
ため記載しておりません。

　

　　
(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 107 58

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 107 58

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,373 4,039

　

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社プラップジャパン(E05498)

四半期報告書

27/30



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年７月12日

株式会社プラップジャパン

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
公認会計士　　舛　　川　　博　　昭　　㊞

業 務 執 行 社 員

　

指定有限責任社員
公認会計士　　加　　藤　　雅　　之　　㊞

業 務 執 行 社 員

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社プラップジャパンの平成21年９月１日から平成22年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間(平成22年３月１日から平成22年５月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年９月１日から平

成22年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プラップジャパン及び連結子会社の

平成22年５月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年７月11日

株式会社プラップジャパン

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　舛　　川　　博　　昭　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　平　　井　　清　　　　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　加　　藤　　雅　　之　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社プラップジャパンの平成22年９月１日から平成23年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間(平成23年３月１日から平成23年５月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年９月１日から平

成23年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プラップジャパン及び連結子会社の

平成23年５月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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